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２．改定後の各法人の報酬基準額  

法人名 役職名 新報酬基準 現⾏報酬基準 
（公財）大阪国際平和センター 業務執⾏理事 ※３  769 万円  741 万円 
（株）大阪国際会議場 専務取締役 ※1  808 万円  784 万円 
（公財）大阪府国際交流財団 常務理事 ※３  817 万円  788 万円 
（公財）千⾥ライフサイエンス振興財団 専務理事 ※３  864 万円  836 万円 
大阪信用保証協会 理事⻑ 1,085 万円 1,055 万円 
大阪信用保証協会 常務理事 ※1  868 万円  844 万円 
（公財）⻄成労働福祉センター 業務執⾏理事 ※３  959 万円  931 万円 
（一財）大阪府みどり公社 理事⻑  910 万円  880 万円 
（株）大阪鶴⾒フラワーセンター 代表取締役社⻑  860 万円  830 万円 
（株）大阪鶴⾒フラワーセンター 常務取締役 ※1  688 万円  664 万円 
（公財）大阪府都市整備推進センター 理事⻑  960 万円  930 万円 
（公財）大阪府都市整備推進センター 常務理事 ※1  768 万円  744 万円 
大阪府道路公社 理事⻑  910 万円  880 万円 
大阪府道路公社 専務理事 ※1  728 万円  704 万円 
大阪モノレール（株） 代表取締役社⻑ 1,010 万円  980 万円 
大阪モノレール（株） 代表取締役専務 ※2  909 万円  882 万円 
大阪モノレール（株） 常務取締役 ※1  808 万円  784 万円 
大阪外環状鉄道（株） 代表取締役社⻑  860 万円  830 万円 
大阪外環状鉄道（株） 常務取締役 ※1  688 万円  664 万円 
大阪府土地開発公社 理事⻑  860 万円  830 万円 
大阪府土地開発公社 常務理事 ※1  688 万円  664 万円 
堺泉北埠頭（株） 代表取締役社⻑  985 万円  955 万円 
堺泉北埠頭（株） 常務取締役 ※1  788 万円  764 万円 
大阪府住宅供給公社 理事⻑ 1,010 万円  980 万円 
大阪府住宅供給公社 常務理事 ※1  808 万円  784 万円 
（公財）大阪府文化財センター 専務理事 ※３  817 万円  788 万円 
（公財）大阪府育英会 理事⻑  910 万円  880 万円 

    ※１ 法人のトップが常勤の場合、専務理事、常務理事、専務取締役、常務取締役は報酬基準より報酬額を２０％引下げ 
※２ 法人のトップが常勤の場合、専務理事、常務理事、専務取締役、常務取締役で代表権を有する、 

          若しくは代表者に準じる職で、かつ他の役員との職責の差が明確な者については、報酬基準より報酬額を１０％引下げ 
※３ 法人のトップが非常勤の場合、専務理事、常務理事は報酬基準より報酬額を５％引下げ 
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参考資料５ 

※国税庁「⺠間給与実態統計調査 給与額（正社員）」の給料・⼿当（企業規模合計）より 
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